
委員会報告 コンクリート材料ならびに関連規格の国際調査研究委員会 

魚本健人*1，信田佳延*2，山田一夫*3 

要旨: コンクリー卜用材料は，世界各所の地域性を反映し多様である。日本国内では一般的でも海外では特

殊な場合もある。しかし，海外の状況を国内の研究のみから知ることは困難である。そこで，本研究委員会

では，コンクリートおよびコンクリー卜材料を主とする建設材料に関する国際シンポジウム（ConMat'09）を

主催し，各国の最先端の技術について情報交換を行うとともに，世界各国の主要な研究者の協力を得ながら，

アンケート調査を実施し各地域で使用されているコンクリー卜材料の実際についてとりまとめた。 
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1． はじめに 

コンクリー卜用材料は，世界各所の地域性を反映し，

多様である。日本国内では一般に使われている材料が海

外では特殊な材料である場合もみられる。日本の技術を

ベースに海外で建設関連業務に当たる技術者は多いが，

海外での考え方の違いに直面する場合も多い。しかしな

がら，海外の状況を，国内における研究のみをもとに知

ることは困難である。そこで，本研究委員会では，コン

クリートおよびコンクリー卜材料を主とする建設材料に

関する国際シンポジウム（ConMat'09）を主催し，各国の

最先端の技術について情報交換を行うとともに，世界各

国の主要な研究者の協力を得ながら現実に各地域で使用

されているコンクリー卜材料と規格の実際についてとり

まとめる。さらに，ConMat'09 において，研究委員会で

の取りまとめを報告し，かつ，今後の材料の方向性につ

いて提言を行い，本委員会の成果とする。 

2． 委員会活動概要 

本研究委員会では，2 つのワークンググループ(WG)を

構成し，活動した。表－１に構成委員の一覧を示す。 

- ConmMat’09企画WG(WG1): ConMat’09の開催計画およ

び会議運営(主査：信田委員) 

- 国際調査 WG(WG2): コンクリート材料・技術および規

格に関するアンケート調査の実施および ConMat’09 で

の基調講演における調査結果の報告(主査：山田委員) 

2.1 ConMat’09 について(WG1) 

建設材料に関する国際シンポジウム(ConMat)は，建設

材料に関する幅広い研究・適用成果を対象とする国際会

議であり，1997 年にカナダ・オタワにて第 1 回が開催さ

れ，その後，2001 年に米国・サンノゼでの第 2 回，2005

年にカナダ・バンクーバーでの第 3 回が開催されている。

主催を 4 年ごとに日本とカナダで交互に務めながら継続

しており，第 1 回会議では，A. Al-Manaseer 教授が，第 2

回は，長瀧重義教授が，第 3 回は，N. Banthia 教授がそ

れぞれ議長を務められた。第 4 回目となる本会議

(ConMat’09，魚本健人委員長が議長)は，初めての日本で

の開催となり，本研究委員会の WG1 では，論文採択審

査，研究発表プログラムの立案，技術展示，見学会等の

計画および会議の運営を行った。 

*1 芝浦工業大学 教授 工学博士 (正会員)  

*2 鹿島建設(株)技術研究所 副所長 (正会員) 

*3 太平洋セメント(株)中央研究所 リーダー 博士(工学) (正会員)

表－１ 構成委員一覧 

委員長  魚本健人(芝浦工業大学) 
副委員長 畑中重光(三重大学) 

 六郷恵哲(岐阜大学) 
幹事長  信田佳延(鹿島建設(株)，WG1 主査) 

幹事   山田一夫(太平洋セメント(株)，WG2 主査)
綾野克紀(岡山大学) 
入矢桂史郎((株)大林組) 
大脇英司(大成建設(株)) 
河井徹(清水建設(株)) 
岸利治(東京大学生産技術研究所) 
下村匠(長岡技術科学大学) 
野口貴文(東京大学大学院) 
久田真(東北大学大学院) 

委員   今本啓一(東京理科大学) 
     太田晃(BASF ポゾリス(株)) 

小林孝一(岐阜大学) 
小澤満津雄((岐阜大学) 
坂井悦郎(東京工業大学大学院) 
堺孝司(香川大学) 
西山峰広(京都大学) 
丸山一平(名古屋大学大学院) 
芳村学(首都大学東京) 
石川靖晃(名城大学) 
河辺伸二(名古屋工業大学大学院) 
国枝稔(名古屋大学大学院) 
寺西浩司(名城大学) 
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2.2 アンケート調査について(WG2) 

世界各国の主要な研究者の協力を得ながら，現実に各

地域で使用されているコンクリート材料と規格の実際を

アンケート調査によってとりまとめた。また，同時に各

国における材料の問題点や注目されている新材料，新工

法，品質評価技術等に関する自由意見を収集し，これら

を総合し，これらからのコンクリート材料の方向性につ

いて提言を行った。 

各国の材料規格よりも現実に使用されている材料を

比較することに重点を置き，アンケートを作成した。ア

ンケートの送付は，55 ヶ国に送付した。表－２にアンケ

ート送付国一覧を示す。 

アンケートは，コンクリート材料および設計法を網羅

できるよう項目を設定した。図－１にアンケートのアウ

トラインを示す。各材料の項目は，セメント，骨材，混

和材(剤)料および鉄筋とし，さらに，コンクリートの製

造，施工に関する項目と耐久性設計に関する項目を加え

た。各項目について，統計量や品質，規格等の細目を設

定し，最終的には 1 つの Excel ファイルにまとめ，配布

した。表－３に質問項目の一覧を示す。また，アンケー

トの各質問項目ついて，各国における問題点や注目され

ている新材料，新工法，品質評価技術等に関する自由意

見を募った。各材料について統計データが無い場合には，

相対比較からの推定値もしくは無回答でも良いとし，で

きるだけ多くの回答が得られるようにした。また，回答

例の作成のため，国内において数名にアンケートの回答

を依頼するとともに，質問項目の良否について議論し，

アンケートの改善を行った。 

3． ConMat’09 開催報告(WG1) 

ConMat’09 に関しては，「コンクリート工学」vol.47，

No.111)に既に掲載されているので，ここでは概略のみを

説明する。詳細は上記文献を御参照いただきたい。 

ConMat’09 は，2009 年 8 月 24 日～26 日の 3 日間，名

古屋国際会議場にて開催された。25 ヶ国より，319 名の

会議登録者，15 名の国際学生研修生および 10 名の同伴

者を含む計 344 名の参加があり，盛大な会議となった。

会議には，一般講演論文 209 編，招待講演論文 6 編およ

び基調講演論文 6 編の 221 編の論文が寄せられた。一般

講演には，コンクリートを中心に，新材料，物性，構造

設計，耐久性，環境影響評価，リサイクル等に関する幅

広いテーマの論文が寄せられた。 

4． アンケート調査結果報告(WG2) 

アンケートを送付した 55 ヶ国のうち，16 ヶ国，29 名

より回答を頂いた。専門分野の違いにより，各項目で情

報量の違いはあるものの，非常に興味深いデータが収集

できた。また，各質問項目での自由意見は，各国の現状

を反映した貴重な意見であり，国際的な相違点を相互理

解する上で非常に有益となりうるものであった。ここで

は，回答を整理し，要点をとりまとめた結果を示す。 

4.1 セメント 

(1) セメント生産量の推移 

セメント生産量の変化と組成の変化に関して，世界的

な傾向と特徴について述べる。なお，2008 年は世界的経

済危機により傾向の把握には不適と考えられたことから，

2008 年より前の統計データを考察の対象とした。 

図－２は 1997 年および 2006 年のセメント生産の内訳

を示したものである。なお，この図は PCA の情報 2)に基

づき作成した。1997 年では，上位 4 ヶ国(中国，インド，
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図－１ アンケート調査のコンセプト 

表－２ アンケート送付国一覧 

アジア インド 南米 エルサルバドル

インドネシア コスタリカ

韓国 コロンビア

シンガポール パナマ

スリランカ パラグアイ

タイ ブラジル

中国 アフリカ アルジェリア

日本 ウガンダ

ネパール エジプト

パキスタン エチオピア

バングラデシュ ケニヤ

フィリピン ザンビア

ベトナム タンザニア

マレーシア チュニジア

ラオス 南アフリカ

中東 イラン 欧州 イギリス

オマーン イタリア

サウジアラビア オランダ

ドバイ コソボ

トルコ スイス

バーレーン スウェーデン

オセアニア オーストラリア スペイン

ニュージーランド スロバキア

大洋州 パラオ デンマーク

北米 アメリカ ドイツ

カナダ ノルウェー

メキシコ フランス

ポルトガル

計 55ヶ国  
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米国，日本)が世界全体の生産量の約 50％を占め，さら

に，上位 20 ヶ国で全体の約 70％を占めている。この傾

向は，10 年後の 2006 年には，大きく変化している。2006

年では，全生産量の半分近くを中国が占め，上位 20 ヶ国

によって生産量の約 80％に達することが分かる。 

また，ほとんどの国は，1997 年から 2006 年の 10 年間

で，セメント生産量が増加している。表－１は，1997～

2006 年の間の年間セメント生産量を示している。また，

表中の右に示す数値は，1997 年および 2001 年の生産量

に対する 2006 年の生産量の比率である。表より，特徴的

な国として，ベトナムおよび日本が挙げられる。2001 年

～2006 年の 5 年間で，ベトナムは最も生産量の伸び率が

高い国であり，一方，日本はそれが最も低く，唯一，日

本のみが 2006／2001 の値が 1 未満，すなわち減少傾向に

ある国であった。 

セメントの消費傾向について，大内らは興味深い分析

結果を示している。2000 年における一人当たりのセメン

ト消費量を図－３に示す。なお，図中には，2007 年のデ

ータも幾つか含んでいる。図より，2000 年の一人当たり

のセメント消費量の世界平均は 270kg/人であり，2007 年

には 412kg/人に増加している。上位の国には特徴があり，

産油国や経済が豊かな国，または経済成長が著しい国な

どが位置している。一方，発展途上国は，この数値が低

い傾向にあり，代表的な先進国は，中位に位置している

ことが分かる。同時に，これらに国々では今後のセメン

ト・コンクリートの需要増加が見込まれる。 
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ドイツ

その他

日本
6％ アメリカ

5％

インド
5％

中国
34％

メキシコ

タイ

イタリア
トルコ

ブラジル

スペイン
ロシア

韓国
4％

カナダ

ベトナム

  

全世界生産量 = 2560 Mt (2006)

カナダ

ベトナム

ドイツ

タイ

日本
韓国

アメリカ
3.9％

インド
6.3％

ロシア

スペイン

トルコ
イタリア

メキシコ
ブラジル

中国
46％

その他
22％

 

図－２ 1997 年と 2006 年のセメント生産量内訳(主に PCA report2)のデータより作成) 

表－３ 質問項目一覧 
セメント 統計量 生産量 コンクリート 統計量 製造量

消費量 製造 練混ぜ方法

製造プラント プラント数 輸送

キルンタイプ 計量誤差

価格 施工 打込み，締固め

セメント種類 上位４種と内訳 品質 単位水量

強さクラス スランプ

規格 強度レベル

骨材 統計量 消費量 高品質コンクリート 自己充填コンクリート

種類と内訳 砕石 高強度コンクリート

天然骨材 価格

再生骨材 耐久性 耐久性設計

副産物(スラグ骨材) 設計供用年数

その他 最重要検討項目

品質規格 密度 劣化の認識と対策 中性化

吸水率 塩害

その他 乾燥収縮

粒度調整 温度応力ひび割れ

価格 ASR

岩石学的評価 化学的侵食

アルカリ反応性試験 硫酸塩劣化

混和材料 混和剤種類 減水剤 ソーマサイト硫酸塩劣化

高性能AE減水剤 下水道システム

その他 DEF

ベース リグニンスルホン酸 凍結融解

ナフタレンスルホン酸 鉄筋 統計量 製造量

メラミン 消費量

ポリカルボネート 輸出入量

混和材 高炉スラグ微粉末 製造方法

フライアッシュ 種類 丸鋼

石灰石微粉末 異形

シリカフューム 規格

膨張材 腐食防止対策

その他  
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 (2) セメントの種類 

セメントの種類に関して 12 名よりアンケートの回答

が得られた。主用なセメントがポルトランドセメントで

ある国は，日本，韓国，台湾，米国，カナダ，シンガポ

ール，タイ，フィリピン，インドネシア，コスタリカ，

スイス，イギリスなどで，混合セメントを主用なセメン

トとする国は，中国，ドイツ，中央ヨーロッパ，ベトナ

ム，バングラデシュ，ケニヤなどがある。また，アンケ

ート結果は得られなかったが，筆者らの情報ではフラン

ス，イタリア，スペインなども，混合セメントが主であ

る。後述する混和材料に関する情報と関連するが，ポル

トランドセメントを主用とする国々でも，混和材料が使

用されるケースが多いようである。しかし，我が国では，

海外諸国に比べ混和材料の使用は活発ではなく，コンク

リートの 80％がプレーン(混和材料無混和)コンクリート

である。 

また，セメントの種類に関して，欧州において特徴的

な変化が見られる。図－４は，VDZ 提供のデータ 4)によ

るドイツにおけるセメントの種類の変遷およびセメント

の強さクラスの変遷を示したものである。過去 10 年間に

おいて，ポルトランドセメントの割合は低下傾向にあり，

石灰石混合セメントの割合が増加している。これは，炭

素税の導入によるものと考えられる。また，強さクラス

に着目すると，42.5 クラスのセメントが増加しているこ

とが分かる。欧州では，従来，汎用の強度レベルのコン

クリートには，低い強さクラスのセメントを用いる傾向

にあり，高い強さクラスのセメントは，高強度コンクリ

ートや早期強度を必要とするコンクリートに対する使用

に限られていた。これは，施工性の良いコンクリートの

製造には粉体量を一定範囲に制御することが必要である

が，汎用コンクリートでは低い強さのセメントで最低量

が確保でき，高強度コンクリートで高い強さのセメント

で過剰となることが防げるという背景による。 

米国およびニュージーランドのセメント品質規格に

は，性能照査型のセメント品質規格があり，それぞれ，

ASTM C 1157 および NZS 3122 がそれである。Roumain5)

によると，ほとんどの州の建築基準法で ASTM C 1127

適合セメントの使用が認められている。また，土木分野
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図－３ 一人当たりのセメント消費量 

(主に参考文献 3)より作成) 

表―４ セメント生産量の統計(主に文献 2)の情報から作成) 
(単位: Mt/年)

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
2006/
1997

2006/
2001

中国 511 536 573 597 661 725 862 970 1038 1204 2.36 1.82
インド 80 85 90 95 104 114 123 130 145 160 2.00 1.54
アメリカ 80.6 81.5 83 85 89 88 92 96 95.7 99.7 1.24 1.12
日本 92 81 80 81 77 72 69 67 69.6 69.9 0.76 0.91
韓国 60 46 48 51 52 56 59 54 51 55 0.92 1.06
ロシア 27 26 28 32 35 38 41 46 49 55 2.04 1.57
スペイン 28 28 36 38 41 42 45 47 50 54 1.93 1.32
イタリア 34 36 37 39 40 41 43 46 46 48 1.41 1.20
トルコ 36 38 34 36 30 33 35 39 43 47 1.31 1.57
メキシコ 28 28 29 32 32 33 34 35 36 40 1.43 1.25
ブラジル 38 40 40 39 39 38 34 34 37 40 1.05 1.03
タイ 37 22 25 25 28 32 33 36 38 39 1.05 1.39
ドイツ 36 37 36 34 32 31 33 32 30 34 0.94 1.06
ベトナム 14 16 20 23 27 29 32 2.00
カナダ 12 12 13 13 13 13 13 14 14 14 1.17 1.08
その他 440.4 443.5 448 439 451 474 491 517 578.7 568.4 1.29 1.26
世界全体 1540 1540 1600 1650 1740 1850 2030 2190 2350 2560 1.66 1.47  
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でも幾つかの州で米国運輸省(DOT)の工事において認め

られている。現在，(社)日本コンクリート工学協会(JCI)

において混和材料に関する研究委員会が立ち上げられ，

性能照査型のセメント品質規格が検討されている。これ

らの規格は，セメントの組成に関する規定ではなく，用

途に応じた性能を満足することを求める。セメントの組

成の自由度が増すことは，セメント原料に対する副産物

利用の活発化が見込まれ，セメント産業における CO2排

出量の削減に大きく寄与することが予想される。また，3

成分系セメントなどの利用も容易になることが期待され

る。 

(3) 廃棄物利用 

全世界的にセメント産業は，廃棄物利用において重要

な役割を担っている。ここでは，特徴的な点を列挙する。 

- 欧州の多くの国で，燃料の約半数が，肉骨粉，都市ご

み，バイオマス等の代替燃料である。一方，米国，日

本では代替燃料の利用は少ない(米国では 10%程度)。 

- 日本の特徴的な点は，副産物のセメント原料としての

利用が多いことである。2007 年では，1 トンのセメン

トの製造に際し，486kg の廃棄物が利用されている。 

- セメント製造における環境負荷においてエネルギー効

率は重要な要素の一つである。図－５6)は１トンのセメ

ントを製造する際のエネルギー消費量について，日本

を 100 として国別で相対的に比較したものである。な

お，図は 2003 年のデータを元に作成しており，日本で

のエネルギー消費量は 3.44GJ／t-cement である。図よ

り，我が国のセメント製造技術は，非常にエネルギー

効率が良いことが分かる。また，図－６6)はセメントを

1 トン製造する際の CO2 排出量について図－５と同様

に日本を 100 として比較したものである。なお，図－

６中のデータは2000年のもので，日本は0.732t/t-cement

である。図より，CO2 排出量では，エネルギー消費(図

－５)に比べ国別の違いは小さい。セメント製造におい

て，CO2 排出の大半は石灰石の脱炭酸化によるもので

あり，この過程での CO2 排出には大きな差はないもの

と考えられ，CO2 排出量の違いは焼成エネルギー起源

の CO2排出量によるものであると考えられる。 

(4) 規格 

米国およびカナダの規格では，環境負荷低減を目的と

し，混和材料のポルトランドセメントに対する置換率を

増加させる方針にある。米国 PCA の Steve Kosmatka 氏に

よると，ポルトランドセメント規格 ASTM C 150 におい

て，2004 年に最大でセメントの 5％を石灰石で置換する

ことが認められるようになった。さらに，2009 年の改訂

により，process addition (クリンカ粉砕時に添加が認めら

れている添加剤)として最大で 5%を鉱物質添加剤で置換

すること，および最大で 1％を有機質で置換できること

を認めている。以上のことから，セメントの 5%をセッ

コウにより置換した場合を含めて考えると，石灰石置換

の 5%と process addition の鉱物質物質 5%および有機質物
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図－４ セメントの組成と強さクラスの変化(ドイツ) 
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図－５ エネルギー消費量の相対比較(2003 年)6) 
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図－６ CO2排出量の相対比較(2000 年)6) 

日本=100 (0.732t/t-セメント) 
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質 1%を加えると，セメント中のクリンカ量は理論的に

は 84％にすることができるということになる。 

また，カナダ トロント大学 Doug Hooton 教授からの情

報では，2008 年にカナダセメント規格(CSA A 3001)は新

たなクラスとして，石灰石セメント(Portland- Limestone 

Cements，PLC)を導入した。PLC は，セメントの最大 15％

を石灰石微粉末により置換したものである。PLC は，ソ

ーマサイト硫酸塩劣化の危険性の増加が懸念されること

から，硫酸塩が作用する環境での使用は禁止されている。

また，PLC はフライアッシュやスラグなどと混合した場

合にも，十分に性能を発揮できる。2009 年には，PLC は，

カナダコンクリート規格 CSA A23.1 において利用可能な

セメントとして含まれ，さらに 2010 年には建築基準法に

おいても適用される予定である。このような傾向は米国

でも見られ，ASTM C 1157 の品質規定型のセメントとし

て PLC 同様のセメントの製造が開発されている。 

また，以上のような新たなセメントのトレンドに対応

し，セメント会社や大学では，特に硫酸塩劣化に関する

研究が近年盛んに行われているようである。 

4.2 骨材の地域性 

アンケート中の骨材に関する箇所については，６名の

方(日本，シンガポール，タイ，バングラデシュ，カナダ，

オランダ)より回答を頂いた。骨材種類は地質，地理条件

により大きく異なり，国によって骨材事情は様々である。

以下に各国の特徴を示す。 

-日本: 海砂採取は規制される傾向にある。主に砂岩骨材

による収縮問題が最近認識されるようになった。 

-タイ: 大半の粗骨材が石灰石砕石である。細骨材は川砂。 

-バングラデシュ: 粗骨材は砂岩。細骨材は細かい川砂主

体で，高品質コンクリートではより粗い川砂と混合する。 

-シンガポール: 骨材はすべて輸入している。 

-カナダ，北米大陸の北西部: Natural glacier gravel の骨材

としての利用が多い。 

-オランダ: 河川砂利，河川砂の利用が多い．近年，ライ

ン川，Maas 川の保護のため海砂の利用に移行傾向にある。 

4.3 混和材料 

BASF グループの協力もあり，15 ヶ国の混和材料およ

び化学混和剤に関するデータを得ることができた。アン

ケート結果の整理にあたり，まずは，コンクリートの製

造方法により分類した。すなわち，レディーミクストコ

ンクリート(RMC)，プレキャストコンクリート(PCa)およ

び現場練りコンクリートの 3 つに分類を行った。図－７

に各国のコンクリートの製造方法の内訳を示す。さらに，

RMC およびプレキャストコンクリートで使用される化

学混和剤の種類(AE 減水剤(WR)または高性能 AE 減水剤

(SP))の内訳を調べた(図－８)。また，各混和剤に関して，

リグニンスルホン酸系(Lig)，ナフタレンスルホン酸系

(BNS)，メラミンスルホン酸系(MM)およびポリカルボン

酸系(PC)の割合を求めた。さらに，混和材料に関しても

整理を行った。 

(1) コンクリートの製造方法での比較 

先進国と発展途上国で，傾向が異なる。先進国では，

ほとんどが，RMC であり，プレキャストコンクリートも

いくらか見られる。一方，発展途上国においては，現場

練りコンクリートの占める割合が大きいことが分かる。

なお，この図は原データをまとめたものだが，ベトナム

とタイのデータの解釈には若干注意が必要である。図中

ではベトナムでは現場練りコンクリートが 0％となって

いるが，これは RMC での混和剤の割合であろう。Nghi 

Son Cement の Atsushi Matsui 氏によると，数値を示すの

は難しいが多くのコンクリートが現場練りによって製造

されているとのことである。タイでは 60％が RMC であ

る。バングラデシュでは 20％のみが RMC である。 

現場練りのもうひとつの特徴は体積計量ということ

で，混和材料は使用されず，水はワーカビリティが必要

な分量を添加することになる。 

(2) 化学混和剤 

図－８より，中国，インドでは，RMC においても高性

能 AE 減水剤の利用率が非常に高いことが分かる。また，

RMC の SP の主成分に着目すると，ベトナム，タイ，イ

ンド，シンガポール，マレーシアなどの暖かい気候の地

域では，ナフタレンスルホン酸系の SP が主に使用され

ていることが分かる。これは，BNS が高温環境でも高い

性能を維持することや比較的安価であることによるもの

と考えられる。 

(3) 混和材料 

日本，韓国，ベトナム，バングラデシュでは，混和材

料の使用は比較的少なく，一方，タイ，米国，カナダ，

ドイツ，オーストラリアでは，積極的にフライアッシュ，

スラグがRMCプラントにおいて使用されている。また，

プレキャストコンクリートに対し，膨張材を使用するケ
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図－７ コンクリート製造方法 
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ースが多いが，これは，乾燥収縮抑制を目的として用い

られていることが多かった。 

4.4 コンクリート製造 

単位水量: 単位水量の上限値を設けている国は，日本，

韓国，コスタリカのみであり，欧米諸国やタイ，バング

ラデシュでは，単位水量に関する規定は無いようである。

以下もそうであるが，東南アジア各国やアフリカなどは

旧宗主国の規格をベースに各国規格が展開しているので，
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図－８ 各国の混和材料の利用状況 
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多くの発展途上国は元の規格と同じ性格を持っている。 

塩化物イオン量の規制: 塩化物イオン量の規制におい

て，まず，その表記方法の違いがある。つまり，セメン

ト従量表記と総量表記の違いである。理論的には，鋼材

腐食は，セメント中の塩化物イオン濃度によって決定さ

れることから，表記法としては，前者のセメント従量表

記が適していると考えられる。しかし，日本ではコンク

リート製造における人為的影響を考慮し後者の総量表記

を採用しているという意見もあり，オセアニアと韓国な

ど限られた国では総量表記を採用している。なお，韓国

では総量表記から従量表記へ一部移行しつつある。 

タイやバングラデシュなど，規制導入の必要性は認め

ながらも，いまだ規制に至らない国々も多いようである。

規制導入に当たっては ASTM や EN 規格を主に使用して

いることもあるが，従量表記の規制が合理的とする意見

もある。 

ASR: 日本も含め，依然として骨材の反応性を，化学

法，モルタルバー法によって判定している国が幾つか見

られた。近年指摘されているようにこれらの試験方法で

は，遅延膨張性骨材やペシマムの影響のある骨材では適

切な判定ができないことを理解しておく必要がある。

ASTM が浸透しているタイでは，ASTM C1260 での評価

を実施している。ASR の課題は，リスクに対する認識が

国ごとに相当に異なること(日本でもペシマム現象と隠

微晶質石英による遅延性膨張への理解は遅れている)，対

策を講じたくともスイスなどのように非反応性能岩石も

フライアッシュなどのポゾランも入手が困難な場合があ

るということである。 

硫酸塩劣化: 明らかに問題視されているのは，中東，

米国，カナダ，欧州などであり，潜在的には多くの国で

意識されている。混合セメントやフライアッシュなどの

ポゾランが入手可能な場合も多く，エトリンガイト生成

による劣化対策は容易な場合も多い。ただし，中東で問

題となるような地下水の地表付近での蒸発による土壌か

らの立ち上がり部での物理的硫酸塩劣化に関しては，

ACI であってもいまだ認識も不十分で対策も完全とは言

いがたい状況である。 

4.5 耐久性設計 

性能照査型設計法は最新のトレンドであり，学術的な

関心が高いトピックスである。しかし，実務への適用に

ついては，まだ幾つもの課題が残されているようである。

オランダでも仕様規定型の設計法から性能照査型設計法

への移行が検討されている。同国運輸省 Joost Guiliker 博

士によると，供用年数が 100 年のコンクリート配合を提

案できるが，それが妥当であることを保証する術がない

のが現状であり，現状では，判断基準，評価方法，実証

データなどが未確立であることが問題点であるとしてい

る。例えば RC 構造物で最も問題となる塩害に関しても，

実験室のデータからは，コンクリートの材料，配合条件

に関連し，Cl-の拡散係数が得られ，将来の予測が可能で

ある。しかし，実際の構造物のかぶりコンクリートが有

する品質の保証は現状の技術では，困難である。 

4.6 鉄筋 

日本，オランダ，韓国，バングラデシュ，コスタリカ

の 4 名よりアンケートの回答を頂いた。すべての国にお

いて，鉄筋は，電気炉で製造されていた。また，オラン

ダは，唯一，冷間加工を採用している国であった。バン

グラデシュでは，廃船を購入してきて鋼材を再生してい

る。ここでは労働環境が問題視されている。 

5． コンクリート材料の方向性 

5.1 セメント産業 

G8 サミットでは，全世界での CO2排出量を 2050 年ま

でに現在の 1/2 とすることが目標として掲げられた。セ

メント産業における CO2 排出に関して，Herfort7)による

と，2006 年時点では，全世界での年間のセメント生産量

2.5G トンに対し，80%にあたる 2G トンの CO2が排出さ

れていると推定されている。また，セメントの生産量は

増加することが予測されている。現在と同じ製造システ

ムでは，CO2排出量も 2050 年には現在の倍の 4G トンが

排出される計算になる。したがって，2050 年の CO2 排出

量の目標達成には，3G トンの CO2 排出量を削減できる

技術革新が必要であると言える。 

生産効率の向上と代替燃料の利用: 第 1 に，最新のセ

メント製造システムの適用が必要である。その上で，CO2

削減に貢献できるものとして，廃油やバイオマスなどの

代替燃料の使用が挙げられる。以上の方法の適用によっ

て，0.93G トンの CO2削減が可能と推測される。 

混和材料の使用: 第 2 の手段として，混和材料の利用

促進がある。一般的なものとして，高炉スラグ微粉末や

フライアッシュの利用が挙げられるが，これらは，生産

量や流通の問題から，利用拡大には限界がある。そこで，

別の方法として，石灰石微粉末の利用拡大が考えられる。

活性のアルミナと共に石灰石微粉末を用いることで，強

度レベルを維持することが可能である 8)。以上の方法に

よって，0.88G トンの CO2削減が見込まれる。 

コンクリートの炭酸化によるCO2吸収: 劣化現象の一

つであるコンクリートの炭酸化も，見方を変えれば CO2

削減に貢献していると言え，実際に 0.34G トン程度の

CO2削減効果が推定されている。 

以上に挙げた方法によって削減可能な CO2 排出量は，

2.13G トンであり，目標の 3G トンに対し，0.83G トンが

残っている。この対策の一つとして，ジオポリマーのよ

うな低 CaO 含有の材料を結合材として用いることや焼
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成温度を低下させ，セメントの間隙相の組成を変化させ

ることができれば 9)，CO2 排出削減に大いに貢献できる

ものと考えられる。 

5.2 新技術 

(1) 新材料－米国のケース 

High Volume Fly Ash (HVFA) Concrete: HVFA コンク

リートは，セメントの 50％以上をフライアッシュで置換

したコンクリートであり，CO2 削減，水和熱抑制，ASR

抑制および硫酸塩劣化の抑制効果が高いコンクリートと

して注目されている。また，Malhotra and Mehta によるテ

キスト“High performance High-Volume Fly Ash Concrete”

も発刊されている。 

砕石粉: 骨材製造時に副産される砕石粉(粒径 75μm

以下)の利用促進がなされている。細骨材に対し 20％を

置換した場合でも，適切な混和剤使用によって，十分な

施工性能を有し，さらに高い物質透過抵抗性および曲げ

強度が得られる。 

透水性コンクリート(permeable concrete): 我が国では，

ポーラスコンクリートと呼ばれるものであるが，近年米

国では，道路や駐車場の透水性舗装にポーラスコンクリ

ートが用いられている。 

(2) 新工法 

超高強度コンクリート: 超高層建造物等に対し，200

～250MPa を超える超高強度コンクリートの適用が増加

している。例えば，韓国では，超高層ビルの基礎への適

用事例がある。また，高い靭性を有する繊維補強超高強

度 コ ン ク リ ー ト (Ultra-high strength Fiber reinforced 

Concrete，UFC)も，ビックプロジェクト等で実用化され

始めている。最近では，我が国の羽田空港拡張工事にお

いて，滑走路部に UFC が適用されている。 

自己充填コンクリート(SCC): SCC は，欧州では，既に

一般的なものとなっており，多くの国で利用が拡大して

いる。また，SCC においては，レオロジー管理が重要で

あることから，近年，米国では携帯型のレオメーターが

開発されている。 

(3) 各国における現在の材料に関する問題点 

乾燥収縮: 乾燥収縮を問題とする国は多く，我が国も

含め，タイやコスタリカが自由意見として乾燥収縮問題

を取り上げていた。特に，砂岩骨材で，大きい乾燥収縮

ひずみが生じるケースが多く見受けられた。近年，我が

国でも，乾燥収縮による劣化事例が数多く報告され，ま

た，コスタリカでも，乾燥収縮が原因と考えられるコン

クリートの変状が認められている。 

ASR: 日本では，ASR による鉄筋破断の事例が数多く

報告され，ASR 抑制は急務となっている。 

韓国，タイなどでも ASR に対する関心が持たれはじめ

ているが，骨材の岩石学的評価を行える人材が限られて

いるのが現状の問題点である。 

DEF: Texas Austin 大学の D. Fowler 教授によると，現

在米国では，遅延型エトリンガイトの生成 (Delayed 

Etttringite Formation, DEF)による膨張劣化が深刻な問題

となっている。DEF は，高温蒸気養生が原因で生じると

されており，養生温度の上限を低くする等の対策が考案

されている。 

(4) 建設システムの改善 

コンクリート材料や施工法の選定において，環境負荷

も重要な評価項目となってきており，各材料や工法の定

量的な環境影響評価手法が求められている。 

このような先進的なトピックスが注目されている一

方で，耐久的なコンクリートの製造に関して基礎的課題

も残されている。我が国においても，かぶり確保や骨材

粒度の均一化など不十分な点はいくつもあることが指摘

されており，発展途上国においては，より多くの課題が

あることが想像される。建設システムに関する総合的な

教育と改善が必要である。 

(5) 維持管理方針 

品質評価と余寿命推定: 品質評価や余寿命の推定は，

柱や梁といった部材レベルにおいても難しく，建築物，

橋梁といった構造物全体の評価には，解決すべき課題が

山積している。この課題に関して，近年，我が国では，

土木学会 331 委員会(委員長: 長岡技術大学下村匠教授)

が起ち上げられ，鋼材腐食の定量評価や確率的手法によ

る品質推定，劣化構造物の数値解析，非破壊試験による

品質評価手法の確立などについて，議論がなされてきた。 

モニタリング: 日本では実構造物のひずみ等の物性値

のモニタリングツールとして，RFID(Radio Frequency 

Identification technology)が利用されている 10)。RFID は，

コンクリート中に埋設した状態で使用でき，鉄筋等に貼

付したひずみゲージと RFID タグを接続することで，

RFID にデータが蓄積される。蓄積されたデータは，コ

ンクリート外部からレーダーにより読み取りが可能であ

る。このような技術は材料の充填センサー，腐食センサ

ーなどさまざまな展開が期待される。 

David Fowler 教授によると，米国では，現在ヘルスモ

ニタリングに関する研究が盛んであり，鋼材腐食，変形，

ひび割れ等の変状をリモートセンシングによって把握で

きるシステムの開発が行われており，また，PCA では，

ここ数年において，橋梁のオンラインモニタリングが試

験的に行われている。 

補修: 補修材料の開発は，依然として重要な課題であ

る。また，補修材の耐久性予測や補修構造物の余寿命評

価なども発展が望まれる。今回の調査では残念ながら具

体的な情報を得ることは難しかった。 
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6． 実情調査 

アンケートを行うと同時に，現実の姿を知ることを目

的に個別に実情調査を行った。調査対象地域としては日

本に比較的近い東南アジアから，先進的であるタイ(バン

コク)と今後の発展が期待されるバングラデシュ(ダッカ)

を選んだ。 

バンコクではThammasat大学のSomnuk Tangtermsirikul

教授の紹介で Boonrawd Kuptitanhi 氏 (The Concrete 

Products and Aggregate Co.Ltd.，サイアムセメントグルー

プ)に，ダッカでは Bangladesh Univ of Eng. & Tech. 

(BUET)のM. A. Ansary教授の紹介でコンクリートが専門

の M. A. Noor 教授および ABC Pbuilding Products Ltd.社

に協力していただいた。 

両国とも，少なくとも一部は，全自動計量の強制 2 軸

ミキサを装備した生コンプラントがあり，90 分の生コン

輸送，コンクリートポンプと内部振動機による施工が行

われており，日本と大きく異なることはない。バンコク

では GPS 付き生コン車が効率的に活用されている。 

40℃近い高温が続くので常に暑中コンクリートであ

る。強度試験体は屋外の水槽で所定材齢まで養生され，

温度制御はしていない。高強度コンクリートのレベルは

日本に比べるとかなり低い。また両国に共通しているこ

とは大規模プロジェクトが計画されており，予算さえあ

ればすぐにも実行したいという体制にあることである。 

両国，もしくは先進国との違いは，先端工場の割合で

ある。海外企業が入る国際プロジェクトは別であるが，

平均的には，現場練が多い。バンコクでは生コン 4 割，

ダッカでは同 2 割程度である。特にダッカでは，ほとん

どが現場でのバケツによる体積計量で，水量は所定スラ

ンプになるように適宜添加される。タイでは生コンには

普通ポルトランドセメント，フライアッシュ，高炉セメ

ントの 3 種類が供給できる場合が過半数である。バング

ラデシュは，主流が EN 規格による CEM II42.5 でフライ

アッシュセメントが主体である。 

タイの悩みは政権の安定性である。予算はあっても執

行できない。かぶりの制御が問題なのは日本と同じ。 

バングラデシュは，セメント会社 52 社(クリンカ工場

は二つのみで残りは粉砕工場)がひしめき，1 億 4 千万人

が 2200 万トンを消費している。これからセメント･コン

クリートは利益率の高い経済活動期を迎えるであろう。

問題は，平均的技術レベルを上げる余裕がないため，不

良資産が急激に製造されているという現実である。ガン

ジス川の大規模デルタを持ち，汎用的には砂岩もしくは

粉砕レンガを粗骨材とし，デルタからの細かい砂

(F.M.=1.1)を使っている。経済事情を反映して高層建築を

除く通常の建築物においては，支保工が竹であることも

特徴的であり，これはベトナムも共通である。 

7． まとめ 

コンクリー卜用材料は，世界各所の地域性を反映し，

多様である。国際的な相違点について相互理解を促し，

情報を共有することを目的とし，世界各国にアンケート

を配布し，使用されている材料等の実際を回答いただく

こととした。16 ヶ国，29 名より回答と自由意見として各

地域における貴重な意見を得ることができた。本調査を

もとに，得られた知見を以下に示す。 

1) セメント: セメント製造量は世界的に増加傾向に

あり，セメントの組成は，近年変化しつつあること

を述べた。また，廃棄物利用においてセメント産業

が果たすべき役割は大きいことを述べた。 

2) 骨材: 国内における乾燥収縮，ASR の問題を取り上

げ，コンクリート製造に関しても解決すべき課題が

あることを述べた。骨材の種類は，各国がおかれて

いる地質状況に左右され，多種多様なものであった。 

3) 混和材(剤)料: 多くのデータより，各国の使用材料

の現状の把握ができた。特に，ポゾランなどの混和

材料は，地域によって使用状況がまったく異なって

いることを示した。 

4) 将来への展望: CO2排出削減に向けた方策について

提案を行った。2050 年までに排出目標を達成する

には，各方面からの様々なアプローチが必要である

ことを述べた。また，世界各国での，新材料，新工

法，モニタリングシステムについて紹介し，各地域

での問題として乾燥収縮，ASR，DEF を取り上げた。 
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